
まえがき＝日本の海岸線は総延長 35 000kmにおよび，そ
のおよそ 30％に人工的な構造物が設置されている。これ
らの構造物が設置されて数十年が経過した近年では，海
岸線に沿った砂の自然な移動が遮られたため自然海浜の
後退が報告 1）され始めている。また地球温暖化が進むと
100 年後には水位が数 10cm上昇し，台風時などの浸水の
危険性が高まるとの指摘もある。1990 年代初頭に平穏な
海域を創出する目的でマリーン・マルチ・ゾーン構想 2）

が計画された。同構想は沖合いに離岸堤などの海域制御
構造物を設置することで，背後に平穏な海域の創出を目
的としている。海域制御構造物で波の波高が低減される
と海岸侵食や護岸の越波も低減されることになる。同構
想ではスリット板式や斜板式，潜堤式など多数の海域制

御構造が提案されているが，図 1に示すような斜板とス
リット板を複合した消波構造は提案されていない。同図
の消波構造は，斜板で海面付近の波を，3列のスリット
板で海面下部の波を減衰する機能があり，幅方向にも高
さ方向にもコンパクトな構造で優れた消波性能を実現す

（2），（3）

　図 2に示す水路において伝達行列を用いると，点 1A，



1B の水面変動を利用して，消波工前面の点 1における水
面変動と粒子速度とを次式 4）で表すことができる。
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　同様に消波工浜側の水域で，2点の水面変動を測定窞



2．波浪を象の 2次元数値解析2．1　基礎式と数値解析手法7）　2次元の波浪を象を対象に，レベルセット法を用いて



た。計算条件は表 3に示すように，水深 18cm，周波数
0.5Hz とし，開口率 15，25，35％の 3種類のスリット板
の透過率を計算した。図 8に透過率の計算結果と実験結
果との比較を示す。造波板～波形観測点Bの間にも計算
上の自然減衰が生じるので，波形観測点Bにおける波高
を計算における波高としている。



　図 12に波高計の配置を示す。波高計間隔は 0.6m，消
波工端部から最も近い波高計までの距離は 3mとした。
3．2　消波性能の比較
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